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「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」の一部改正について 

 

 

確定拠出年金法施行規則等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第 13

号）が本日公布され、令和６年 12 月１日より施行することとされた。 

これに伴い、「確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について」（平

成 14 年３月 29 日年企発第 0329003 号・年運発第 0329002 号）（以下「承認認可通

知」という。）を別添のとおり改正し、令和６年 12 月１日から適用することとし

たので、貴管下の確定給付企業年金の実施事業所の事業主及び企業年金基金の指導

について遺憾のないよう配慮されたい。 

なお、令和６年 12 月１日以降の日を規約の適用日とする規約の変更の申請等に

添付する承認認可通知の様式については、本通知による改正後の承認認可通知の様

式を用いることとするので留意されたい。 

 

  



  

別添 

確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について（平成 14 年 3 月 29 日年企発第 0329003 号・年運発第 0329002 号） 

新旧対照表 

下線部分が改正箇所 

新 旧 

確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について 

（略） 

 

１．・２． （略） 

３．規約の承認又は基金の設立認可等の申請に関する事項 

(1) （略） 

(2) 標準処理期間 

  前記(1)の承認又は認可の申請等についての標準処理期間は２ヶ月とするこ

とから、当該申請にあたっては、規約の適用日のおおむね２ヶ月前までに行う

ものであること。ただし、確定拠出年金法施行規則等の一部を改正する省令（令

和４年厚生労働省令第 13号。以下「税改省令」という。）附則第２条第１項第

３号イ又は第４号イに掲げる場合に該当する規約変更の届出にあたっても、規

約の適用日のおおむね２ヶ月前までに行うものであること。 

 (3)～(5) （略） 

 (6) 税改省令附則第２条第１項第３号イ又は第４号イに掲げる場合に該当する規

約の承認又は基金の設立認可の申請等を行う場合の取扱い 

  ① 事業主等が税改省令附則第２条第１項第３号イ又は第４号イに掲げる場

合に該当する規約の承認又は基金の設立認可の申請等を行う場合は、税改省

令附則第２条第１項第３号イ又は第４号イに掲げる場合に該当する実施事

業所の事業主が作成した確定拠出年金法（平成 13年法律第 88 号）第２条第

２項に規定する企業型年金（以下「企業型年金」という。）の実施状況及び

確定拠出年金法施行令及び公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のため

の厚生年金保険法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関する

政令の一部を改正する政令（令和３年政令第 244 号。②において「令和３年

確定給付企業年金の規約の承認及び認可の基準等について 

（略） 

 

１．・２． （略） 

３．規約の承認又は基金の設立認可等の申請に関する事項 

(1) （略） 

(2) 標準処理期間 

  前記(1)の承認又は認可の申請等についての標準処理期間は２ヶ月とするこ

とから、当該申請にあたっては、規約の適用日のおおむね２ヶ月前までに行う

ものであること。 

 

 

 

 (3)～(5) （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

経過措置改正政令」という。）附則第２項の経過措置の適用状況がわかる書

類を添付すること。 

  ② 事業主等が税改省令附則第２条第１項第３号イ又は第４号イに掲げる場

合に該当する規約の承認又は基金の設立認可の申請等を行う場合にあって

は、税改省令附則第２条第１項第３号イ又は第４号イに掲げる場合に該当す

る実施事業所を対象として実施事業所ごとに、次に掲げる事項（(ｵ)及び(ｶ)

に掲げる事項にあっては、当該実施事業所において企業型年金加入者である

加入者がいる場合に限る。）を併せて届け出ること。 

(ｱ) 規約（基金）番号 

(ｲ) 実施事業主名称 

(ｳ) 確定給付企業年金の実施事業所名称 

(ｴ) 給付区分 

(ｵ) 企業型年金規約番号 

(ｶ) 令和３年経過措置改正政令附則第２項の経過措置の適用状況 

 

４．～８． （略） 

 

（別紙１）～（別紙７） （略） 

様式Ａ１～様式Ｃ３ （略） 

様式Ｃ４－ア （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．～８． （略） 

 

（別紙１）～（別紙７） （略） 

様式Ａ１～様式Ｃ３ （略） 

様式Ｃ４－ア （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

様式Ｃ４－イ 総括表（財政再計算報告書） 

 

様式Ｃ４－イ 総括表（財政再計算報告書） 

 

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

　うち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

　うち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

　う ち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

　うち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（注８）リスク分担型企業年金においては、［備考］欄に今後の調整率を記載すること。

（注９）法第４条第５号に掲げる事項を変更する場合は、給付設計のみの変更による財政再計算の要否及び当該判断の

　　根拠を記載すること。

（注６）リスク分担型企業年金においては、「標準掛金」、「特別掛金」及び「リスク対応掛金」の欄には、掛金のうち

（注７）特別掛金及びリスク対応掛金は、掛金の拠出方法の概要を備考に記載し、リスク分担型企業年金の場合

　　は、予定償却完了日又は予定拠出完了日までの各期の掛金を記載すること。

（注４）法第８２条の２第４項の「使用される加入者の全てが移換加入者以外の加入者である実施事業所の事業主

　　の掛金が増加しない場合」として規則第９６条の５第２号の場合を適用する場合には、積立金の一部を移換

　　することに伴い減少する数理債務等の額及び減少する積立金の額を備考欄に記載すること。

　　規則第４６条の３第１項に基づき計算した額を記載し、数理債務は記載しないこと。

　　償却のための掛金である。特例掛金の予定償却期間は、次回財政再計算までの期間を記載すること。

（注３）中小企業退職金共済法第１７条第１項又は第３１条の４第１項の規定により独立行政法人勤労者退職金共済機

　　構から解約手当金相当額の引渡し又は移換を受けたときは、中小企業退職金共済法施行規則第３１条第１号ロ又

　　は第６９条の１７第１号イの要件を満たすことが確認できるよう、引渡し又は移換を受ける解約手当金相当額及び引

　　渡し又は移換に伴い増加する通常予測給付現価を備考欄に記載すること。

（注５） 「リスク対応掛金」の予定拠出完了日は、「特別掛金」の予定償却完了日より後の日付とすること。

 [備考]

（注１） 複数の給付設計を行う場合又は加入者を複数のグループに分ける 場合は、その区分毎に計算すること

　　とし、給付区分として適宜名称を付け、区分して記載すること。　（様式C4－ウ、エ、オにおいて同じ。）

（注２） 「特例掛金」は、規則第４７条の規定に基づく次回の財政再計算までに発生する積立不足の予想額の

数　　理　　債　　務

特 別 掛 金 収 入 現 価

リスク対応掛金収入現価

特 例 掛 金 収 入 現 価

数　理　上　資　産　額

特　 例　 掛　 金

予定償却完了日

規
約

上
掛
金

標　 準　 掛　 金

特　 別　 掛　 金

リ ス ク 対 応 掛 金

特　 例　 掛　 金

　　　　　　　　　　　　　　　給付区分
区分

区分Ａ 区分Ｂ

数
理

上
掛
金

標　 準　 掛　 金

特　 別　 掛　 金

予定償却完了日

リ ス ク 対 応 掛 金

予定拠出完了日

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

　うち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

　うち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

　う ち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

　うち加入者負担分 （ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（注４）法第８２条の２第４項の「使用される加入者の全てが移換加入者以外の加入者である実施事業所の事業主

　　の掛金が増加しない場合」として規則第９６条の５第２号の場合を適用する場合には、積立金の一部を移換

　　することに伴い減少する数理債務等の額及び減少する積立金の額を備考欄に記載すること。

　　規則第４６条の３第１項に基づき計算した額を記載し、数理債務は記載しないこと。

（注８）リスク分担型企業年金においては、［備考］欄に今後の調整率を記載すること。

（注６）リスク分担型企業年金においては、「標準掛金」、「特別掛金」及び「リスク対応掛金」の欄には、掛金のうち

（注７）特別掛金及びリスク対応掛金は、掛金の拠出方法の概要を備考に記載し、リスク分担型企業年金の場合

　　は、予定償却完了日又は予定拠出完了日までの各期の掛金を記載すること。

　　償却のための掛金である。特例掛金の予定償却期間は、次回財政再計算までの期間を記載すること。

（注３）中小企業退職金共済法第１７条第１項又は第３１条の４第１項の規定により独立行政法人勤労者退職金共済機

　　構から解約手当金相当額の引渡し又は移換を受けたときは、中小企業退職金共済法施行規則第３１条第１号ロ又

　　は第６９条の１７第１号イの要件を満たすことが確認できるよう、引渡し又は移換を受ける解約手当金相当額及び引

　　渡し又は移換に伴い増加する通常予測給付現価を備考欄に記載すること。

（注５） 「リスク対応掛金」の予定拠出完了日は、「特別掛金」の予定償却完了日より後の日付とすること。

 [備考]

（注１） 複数の給付設計を行う場合又は加入者を複数のグループに分ける場合は、その区分毎に計算すること

　　とし、給付区分として適宜名称を付け、区分して記載すること。　（様式C4－ウ、エ、オにおいて同じ。）

（注２） 「特例掛金」は、規則第４７条の規定に基づく次回の財政再計算までに発生する積立不足の予想額の

数　　理　　債　　務

特 別 掛 金 収 入 現 価

リスク対応掛金収入現価

特 例 掛 金 収 入 現 価

数　理　上　資　産　額

特　 例　 掛　 金

予定償却完了日

規
約

上
掛
金

標　 準　 掛　 金

特　 別　 掛　 金

リ ス ク 対 応 掛 金

特　 例　 掛　 金

　　　　　　　　　　　　　　　給付区分
区分

区分Ａ 区分Ｂ

数
理

上
掛
金

標　 準　 掛　 金

特　 別　 掛　 金

予定償却完了日

リ ス ク 対 応 掛 金

予定拠出完了日



  

様式Ｃ４－ウ （略） 

様式Ｃ４－エ 総括表（財政再計算報告書（簡易な基準に基づく確定給付企業年

金）） 

 

様式Ｃ４－オ～Ｆ３ （略） 

様式Ｃ４－ウ （略） 

様式Ｃ４－エ 総括表（財政再計算報告書（簡易な基準に基づく確定給付企業年

金）） 

 

様式Ｃ４－オ～Ｆ３ （略） 

 

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

　うち加入者負担分 （ ）

（ ）

　うち加入者負担分 （ ）

（ ）

（ ）

　　渡し又は移換に伴い増加する通常予測給付現価を備考欄に記載すること。

（注２）法第４条第５号に掲げる事項を変更する場合は、給付設計のみの変更による財政再計算の要否及び当該判断の

　　根拠を記載すること。

 

　[備考]

（注１）中小企業退職金共済法第１７条第１項又は第３１条の４第１項の規定により独立行政法人勤労者退職金共済機

　　構から解約手当金相当額の引渡し又は移換を受けたときは、中小企業退職金共済法施行規則第３１条第１号ロ又

　　は第６９条の１７第１号イの要件を満たすことが確認できるよう、引渡し又は移換を受ける解約手当金相当額及び引

規
約

上
掛
金

　標　 準　 掛　 金

　特　 別　 掛　 金

　数　　 理　　 債　　 務

　特 別 掛 金 収 入 現 価

　数　理　上　資　産　額

区分
 

数
理

上
掛
金

　標　 準　 掛　 金

　特　 別　 掛　 金

　予定償却完了日

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

　うち加入者負担分 （ ）

（ ）

　うち加入者負担分 （ ）

（ ）

（ ）

　　渡し又は移換に伴い増加する通常予測給付現価を備考欄に記載すること。

区分
 

数
理

上
掛
金

　標　 準　 掛　 金

　特　 別　 掛　 金

　予定償却完了日

規
約

上
掛
金

　標　 準　 掛　 金

　特　 別　 掛　 金

　数　　 理　　 債　　 務

　特 別 掛 金 収 入 現 価

　数　理　上　資　産　額  

　[備考]

（注）中小企業退職金共済法第１７条第１項又は第３１条の４第１項の規定により独立行政法人勤労者退職金共済機

　　構から解約手当金相当額の引渡し又は移換を受けたときは、中小企業退職金共済法施行規則第３１条第１号ロ又

　　は第６９条の１７第１号イの要件を満たすことが確認できるよう、引渡し又は移換を受ける解約手当金相当額及び引


